
事業事前評価表 

 

国際協力機構 東南アジア・大洋州部 東南アジア第四課 

１．案件名（国名） 

国名：ラオス人民民主共和国 

案件名：小水力発電計画（Mini-Hydropower Development Project in Lao People’s Democratic 

Republic） 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における電力セクターの現状と課題 

ラオス人民民主共和国は水力開発のポテンシャルが 18,000MW 以上と推測され、豊富な包

蔵水力を持つ。ラオス政府は右資源を活用すべく、独立系発電事業者を取り入れ電源開発を

進める政策を採っている。この結果、当国内の全国世帯電化率は堅調な伸びを示し、2000

年の 36％から2010年には73％に達した。地域別には、北部で59％、首都を含む中部で96％、

南部は 70％である。ラオス政府は都市部と地方の格差是正、遠隔地における貧困削減の観点

から地方電化を積極的に進める方針で、全国世帯電化率を 2015 年までに 80％、2020 年まで

に 90％とすることを目標にしている。本プロジェクトが位置するポンサリ県については、

2012 年上期の電化率は 23％と全国で最も低く、2015 年までに 60％、2020 年までに 70～80％

の世帯電化率を達成することが目標とされている。 

(2) 当該国における電力セクターの開発政策における本事業の位置づけ及び必要性 

当国の「第 7 次国家社会経済開発計画（NSEDP）2011-2015」の電力分野の開発方針は、①

経済社会開発を推進するために国内電力供給を拡充すること、及び②将来的には電力輸出に

より「ASEAN のバッテリー」となることを目指すとしている。また、上述のとおり同国政府

は地方電化を推進する政策目標を掲げており、地方部の特に電化率の低い北部地域（ポンサ

リ県の 2010 年の世帯電化率は 16％）にて水力資源を活用した電源を整備する本事業は当国

の開発方針に合致し、実施意義が高い。 

(3) 電力セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

電力分野への支援は、対ラオス国別援助方針の重点分野「経済・社会インフラ整備を通じ

たバランスの取れた経済成長の促進」の柱の一つである。また、対ラオス国事業展開計画に

おいて、電力分野は「電力整備プログラム」に位置づけられており、安定的、持続的かつ効

率的な電力供給の拡大を図るため、電力事業管理能力強化に対する協力を行うと共に、政府

所有の発電設備や基幹送電網の整備、さらには地方電化に係る設備整備に係る協力を行うと

の方針が示されている。なお、我が国政府は、新エネルギー分野での優れた技術を活用し、

途上国のグリーン成長の実現を後押しする方針を示しており、本案件は同方針に合致する。

近年の我が国による電力セクターへの援助実績としては、「南部地域電力系統整備事業（円借

款）（2012 年 3 月 L/A 調印）」の他、「電力セクター事業管理能力強化プロジェクト（技術協力）

（事業実施期間 2010 年～2012 年） 」、「電力政策アドバイザー（個別専門家）（事業実施期間

2006 年～2010 年） 」が挙げられる。 

(4) 他の援助機関の対応 

当国の電力セクターに対しては、世界銀行及び ADB が発送電及び地方電化支援等を実施し

ており、JICA を含め主要ドナーにより適宜協調が図られている。 
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３．事業概要  

(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本プロジェクトは当国北部のポンサリ県ニャットウー郡において、小水力発電所を建設し

配電線を敷設することにより、再生可能エネルギー利用を促進し、温室効果ガス排出量の削

減に寄与するとともに、特に地方部における電化の促進を図り、もって当該国の経済／社会

開発の向上に寄与することを目的とする。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

ポンサリ県ニャットウー郡 

(3) 事業概要 

小水力発電所（450kW）の建設及び、周辺未電化村への配電線延伸（140km）を行う。 

1) 土木工事、調達機器等の内容  

① 機材及び据付：水車、発電機、制御機器、配電設備等 

② 工事：取水堰、取水口、沈砂池、導水路、水槽、発電所基礎・建屋、放水路の建設等 

③ 配電線工事：22kV および 400V 配電線、22kV/400V 変圧器の設置等 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

① コンサルティング・サービス：設計・施工監理及び入札業務監理・工事（調達）管理 

② ソフトコンポーネント：発電事業の運営管理組織の確立、財務・運営体系の確立、発電

所の運転・維持管理体系の確立 

(4) 総事業費/概算協力額 

総事業費：約 17.78 億円（概算協力額(日本側):約 17.75 億円、ラオス側:約 0.03 億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

平成 25 年 4 月～平成 27 年 1 月を予定（計 22 ヶ月） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

エネルギー鉱業省、ポンサリ県エネルギー鉱業局 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類: B 

② カテゴリ分類の根拠: 本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年

4 月公布）に掲げる水力発電、ダム・貯水池セクターのうち大規模なものに該当せず、

環境への望ましくない影響は重大でないと判断され、かつ、同ガイドラインに掲げる

影響を及ぼしやすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しないため。 

③ 環境許認可：本事業では協力準備調査の中で初期的環境影響評価（IEE）報告書を作成

し、当該報告書は天然資源環境局に提出済。IEE 許認可は 2013 年 2 月末までに承認さ

れる予定。 

④ 汚染対策：工事中の大気汚染対策として散水の実施、水質汚濁対策として一時沈殿池

の形成等の緩和策を実施することで、影響を最小限とする予定。 

⑤ 自然環境面：事業対象地区は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該

当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 

⑥ 社会環境面：本事業は公有地（0.8ha）上の農作物について補償の必要があり、当該農

作物は JICA ガイドライン及びラオス国内法制度に基づき補償される予定。 

⑦ その他・モニタリング：ポンサリ県エネルギー鉱業局が水質、大気質等について工事
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中及び供用後にモニタリングを実施する予定。 

2) 貧困削減促進・社会開発促進:特になし。  

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：

特になし。 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担：ADB、世銀が地方電化の支援を他エリアで実施中。 

(9) その他特記事項 

本事業は小水力分野の日本の中小企業等の優れた製品・技術を活用することを前提とし、

中小企業海外展開支援大綱等の日本政府の新成長戦略関連政策にも合致する。また、気候変

動との関連では、同県は中国から電力を輸入しており、水力発電による発電電力量が、輸入

電力量の代替となることで、CO2 排出量の削減が期待され、気候変動緩和策に資する。 

４. 外部条件・リスクコントロール 

(1)事業実施のための前提条件：発電所の運転／維持管理に係る人員配置及び予算措置がなさ

れる。 

(2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件：大水害等の自然災害が発生しない。 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(1)類似案件の評価結果 

「インド国送配電システム改良／小水力発電建設事業」の事後評価等では、事業の持続可

能性に影響を与えうる課題として、必ずしも十分ではない維持管理予算を指摘、維持管理を

担当する機関等の財務体質の強化の必要性を提言している。その他、小水力発電事業を実施

する上での一般的な教訓として、少量の水資源を有効に活用できるよう、十分な流量データ

や完成後の発電所の運用方針を予め明確にしておくことがある。 

(2)本事業への教訓 

本事業の運営・維持管理費については、小水力発電の売電収入で賄いうることが確認され

た。また、本事業では、適切な設備設計に必要なデータの確保を行うとともに、発電所の運

用方針（系統との連系や日／季節毎の運用等）を確認し、これらにもとづき最適な設備容量

を決定した。 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

本件は、再生可能エネルギーである、環境・社会負荷が比較的少ない、といった特色を持

つ小水力発電開発であり、電力分野への支援を重点分野とする日本の援助方針及び、再生可

能エネルギーの積極的な導入及び電化率向上に取り組む当国の開発方針に合致する。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値（2012 年） 目標値(2018 年)【事業完成 3年後】

最大出力 (kW) － 450 

設備利用率 (％) － 79.6 

ポンサリ県ニャットウー

郡世帯電化率（％） 

32 60 

小水力発電所年間発生電 0 3,141 
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力及び年間電力輸入量の

削減（MWh/年） 

 2) 定性的効果：電力供給力の強化、地方電化の促進、地方における経済開発／生計向上へ

の貢献、再生可能エネルギーの導入促進、電力輸入量の削減。  

７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 
   
(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価：事業完成３年後 
以 上 


